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３）高等教育の歴史

① 大阪高等工業学校（大阪大学工学部の前身）（３）

年（明治 年）日本初の官立の「大阪工業学校」として設立され、高等工業学校、工業大学

に改称、昇格し、大阪帝国大学設立後、工学部として編入した。以下に年表を示す。

② 東京大学（現在の東京大学の前身）、府立東京職工学校（東京工業大学の前身）と官立大阪工業学

校（大阪大学工学部の前身）との年表比較

近くに京都帝国大学があり、大阪帝国大学の設立は難航し、また大阪工業大学は昇格直後のため、

その大阪帝国大学への合流が遅れた。

４）中等教育の歴史

① 大阪市立 都島工業高等学校（６年制、甲種）

年（ ）市立大阪工業学校（牛丸町）として設立、卒業生数日本最多、日本唯一の６年制工

業学校（甲種の中でも予科２年、本科４年と、本科が１年長い）。卒業後の昇進は、技能者系列ではな

く、後述する「技手（ぎて）→ 技師」の技術者系列であった。以下に年表を示す。

② 大阪府立 西野田職工学校（３年制、乙種）

年（ ）、大阪初の職工学校として「大阪府立職工学校」として設立し、分校として今宮職工

学校を設立した。以下に年表を示す。

東京大学、東京高等工業学校 大阪高等工業学校

1877(M10) 東京大学（設立）

1886(M19) 帝国大学（帝国大学令により改称）

1897(M30）東京帝国大学（京都帝国大学設立

により改称）

1881(M14)（府立）東京職工学校（設立）

1890(M23) 東京工業学校（改称）

1901(M34) 東京高等工業学校（改称）

1929(S4) 東京工業大学（昇格）

1896(M29）（官立）大阪工業学校（設立）

1901(M34）大阪高等工業学校（改称）

1929(S4) 大阪工業大学（昇格）

1931(S6) 大阪帝国大学（設立）

1933(S8) 大阪帝国大学工学部（編入）

1949(S24)（新制大学へ）

1896(M29）官立「大阪工業学校」設立 
1901(M34）「大阪高等工業学校」に改称 
1929(S4) （官立）「大阪工業大学」に昇格 
1931(S6) 「大阪帝国大学」設立（医学部、理学部の２学部でスタート） 
1933(S8) 「大阪帝国大学」に工学部として編入 
1949(S24)  戦後の学制改革により新制大学として「大阪大学」と改称 
 

1907(M40)「市立大阪工業学校（牛丸町）」設立 
1918(T7） 日本唯一の６年制工業学校（予科２年、本科４年） 
1920(T9) 「大阪市立工業学校」に改称 
1926(S1) 「大阪市立都島工業学校」へ改称 
1948(S23)  学制改革で「大阪市立都島工業高等学校」 
 

1908(M41) 大阪初の職工学校として、「大阪府立職工学校」設立 
1916(T5) 分校が「大阪府立今宮職工学校」として独立、「大阪府立西野田職工学校」と改称 
1941(S16)「大阪府立西野田工業学校」と改称 
1948(S23) 学制改革で、「大阪府立西野田工業高等学校」と改称 
2005(H17)「府立西野田工科高等学校」に改編 
 

図 1 学校系統図（明治 33 年制定）（１） 
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大 阪 の 工 業 教 育 の 変 遷

― 近現代史の立場から ―

○小池正夫、碓井建夫（大阪大学）

１．はじめに

明治以降の工業教育について、近現代史の立場から活発な活動のあった大阪の事例を中心に振り返り、

日本の工業技術の発展が「綿密な工業教育の体系化に裏打ちされてきた」ことを、技師、技手（ぎて）、

工手（こうしゅ）、職工の４層ピラミッド構造の構築から明らかにし、新たな提言を行った。

具体的には、 昭和初期において、東

京をはるかに超える生徒数を有した大阪

の工業教育の歴史を、高等教育、中等教育、

私立工業各種学校の活動、存在意義から検

討した。つぎに、 戦後の民主化、教育

改革により廃止された帝国大学予科とし

ての旧制高等学校、および、技師と職工の

仲介・融合を使命とした技手、工手の役割

から、現在の問題点を明らかにした。さら

に、 今後日本が長期にわたって工業立

国として成長を続けるためには何が重要

かを、技術者、技能者の工業教育の在り方

の視点から考察し、新たな提言を試みた。

２．大阪の工業教育の歴史

１）学校系統図（１）

産業国家として登場した明治近代国家
においては、工業教育、商業教育などで代
表される実業教育をどう教育体系の中に
組み込んでいくかは重要な課題であった。

年（明治 年）に実業学校令が公布、
翌年の 年（明治 年 に工業学校令
が規定された。実業学校（甲種、乙種）が
組み込まれた学校系統図（明治 年制定）
を図１に示す。工業教育に関して主として、
尋常、高等）小学校卒業後、中学校 → 高
等学校 → 帝国大学に進む高等教育コー
スと、工業学校（甲種、乙種）に進む中等
教育コースとあった。

２）昭和初期の工業学校数と生徒数（２）

年（昭和元年）における 道府県別工

業学校数・生徒数を 表 に示す。大阪府は

甲種・乙種合わせて９校の工業学校が

人の生徒を収容しており、生徒数において第

２位の東京府、第３位の福岡県を大きく上回

っていた。中等工業教育の展開において、大

阪府は日本で最も発達した地域であった。

帝国大学

工業学校

（甲種）

 工業学校

（乙種）

（全国順位３位まで記載） 

表１ 道府県別工業学校・ 
生徒数（甲種、乙種合計）（２） 
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４．企業における技手、工手の歴史（１）

近代日本を作り上げるための明治産業革命では「工業教育」が重視されたが、特に技師（高学歴者で

技術と学理を有する者）と職工（熟練による生産技能習得者）とを媒介する役割を担った技手（ぎて）、

工手（こうしゅ）の育成の歴史は以下のように纏められる。

企業における技手、工手の位置づけを表３に示す。

職位 系列 卒業学校 
（代表例） 役割 人数比％（１） 

（1930 年(S5)） 

技師 技術者系列 帝国大学 
高等工業学校 技術（学理） ０．９ 

技手 技術者系列 
（技師の下） （甲種）工業学校 技術と技能の橋

渡し ２．６ 

工手 技能者系列 
（職工の上） （乙種）工業学校 技能と技術の橋

渡し 
３．８ 
（職長） 

職工 技能者系列 高等小学校 
尋常小学校 技能（熟練） ９２ 

５．まとめと提言

５－１ まとめ

明治初期から終戦期の工業教育の変遷を振り返ると、日本の工業技術の発展が以下のような「綿密な

工業教育の体系化に裏打ちされてきたこと」を確認した。

① 高等教育（旧制高等学校、帝国大学）： 技師の育成（高学歴、技術、学理）

② 中等教育（工業学校、職工学校）： 技手・工手の育成（技術と技能の媒介、融合）

③ 企業内教育： 熟練工、職工の育成（技能）

本報告の視点をベースに、技術者と技能者の役割分担と最適な連携を通じて、“イノベーションと地

域創生”が大いに推進されるものと期待される。

① 明治産業革命と工業教育

・欧米の技術導入 → “お雇い外国人（高給）”→ 技師（高学歴、技術と学理）と職工（熟練、

生産技能習得者）の育成

・特に、両者を媒介する技手（技師の下）と工手（職工の上）の短期育成、知識と技能の融

合が最重要課題 

② 1899 年(明治 32 年）「実業学校令」

・技手養成 → 中学校相当の工業学校（甲種、乙種）設立

・「実業に耐えうる知識の提供」、または「実業にすぐに役立つ知識・技能の提供」 

③ 明治後期、工業学校は技手養成（上昇志向）、一方、企業は工手養成希望

→（官立）高等工業学校は技手養成に・・・「学理」と「実技」は両立しない！

「技手」が、大卒「技師」の有する「技術・学理」を「現場・技能」に取り込み製造に反

映させていく・・・技術と技能が分離した当時の階級社会にとって重要 

④ 戦後「身分制度撤廃」→「技手」、「工手」廃止、大学出の技術者が現場に出る。 
→ 技術者に技術と技能の融合が求められる。

表３ 技手、工手の位置づけ 

５）工業各種学校

① 関西商工学校

年 開校。実業家大倉喜八郎が私財を投入して設立した大阪大倉商業学校（ 年開校）

と合体。東京の工手学校に相当する。関西大倉の前身で、松下幸之助の出身校としても有名である。

② 住友私立職工養成所（４）

年（ ）開校。住友家が私財を投入して設立した。社会貢献を設立目的にしていたので授業料

無料、卒業後の住友系企業への就職義務なし。西野田、今宮以上の徹底した“工場実習”を行い、生徒

は住友系企業他多数の企業からの受注品を制作し、その品質が良いので本職の企業からクレームがつく

ほどであった。以下に年表を示す。

３．旧制高等学校の歴史

先の図１に示した明治 年制定の学校系統図におい

て記述したように、高等小学校卒業後、「中学校→高等学

校（現在、旧制高等学校と呼ぶ）→ 帝国大学」のコース

と、「実業学校（甲種、乙種）」のコースとがある「複線

型」であった。戦後の学制改革で６－３－３－４の「単

線型」となり、現在に至っている。この違いは、後述の

ドイツの現在の教育制度（複線型、３分岐型）と比較す

るうえでも重要である。

旧制高等学校の総定員は、帝国大学の総定員とほぼ等

しいことから、「帝国大学進学の予科」としての位置づけ

と、外国語が多いカリキュラムなどから、一般教養を重

視した「高等普通教育機関」としての側面がある。全国

に官立、公立、私立合わせて 校設置された。代表例を

表２に示す。戦後 年（ ）に教育改革により廃止

されたが、その教員の多くは新制大学の教養部（文理学

部）教員として採用された。

なお、教養部は、その後、 年 の「大学の大綱

化」により廃止 （東京大学は４年制教養学部に昇格して

存続）、学部での専門教育が強化されたが、最近、一般教

養教育の空洞化が問題視されている。

以下に旧制高等学校の年表を示す。

1915(T4)  住友家私財で「住友私立職工養成所」（３年制）設立 
1942(S17）「（財団法人）住友工業学校」（５年制）に改組 
1948(S23) 「住友工業高等学校」に昇格 
1956(S31) 尼崎市へ移管し、「市立尼崎産業高等学校」として存続 
 

1894(M27）  高等学校令により、高等中学校は「高等学校」に改称、 
ナンバースクール： 第一～第八（官立高等学校）設置 

目的は、帝国大学進学の “予科”  
 
1918(T7）  新高等学校令により、地名校（ネームスクール）として命名 

官立、公立、私立（武蔵、甲南他）など追加設置、全国で合計４０校 
高等学校の目的は、“高等普通教育機関” に変更 
修業年限は、官立３年、私立７年 が一般的 

 
1950(S25）  戦後の教育改革（教育の民主化、機会均等）で旧制高等学校（全国 校）廃止 

 → 新制大学 教養部（文理学部） 
へ移行 

１）ナンバースクール

【旧制】 →【新制】

第一高等学校 東京大学

第二高等学校 東北大学

第三高等学校 京都大学

第四高等学校 金沢大学

第五高等学校 熊本大学

第六高等学校 岡山大学

第七高等学校造士館 鹿児島大学

第八高等学校 名古屋大学

２）ネームスクール（３年制）

大阪高等学校 大阪大学

姫路高等学校 神戸大学

３）ネームスクール（７年制）

東京高等学校 東京大学

武蔵高等学校 武蔵中学・高等学校

甲南高等学校 甲南大学

成城高等学校 成城大学

成蹊高等学校 成蹊大学

表２ 旧制高等学校（全国 校）の代表例
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４．企業における技手、工手の歴史（１）

近代日本を作り上げるための明治産業革命では「工業教育」が重視されたが、特に技師（高学歴者で

技術と学理を有する者）と職工（熟練による生産技能習得者）とを媒介する役割を担った技手（ぎて）、

工手（こうしゅ）の育成の歴史は以下のように纏められる。

企業における技手、工手の位置づけを表３に示す。

職位 系列 卒業学校 
（代表例） 役割 人数比％（１） 

（1930 年(S5)） 

技師 技術者系列 帝国大学 
高等工業学校 技術（学理） ０．９ 

技手 技術者系列 
（技師の下） （甲種）工業学校 技術と技能の橋

渡し ２．６ 

工手 技能者系列 
（職工の上） （乙種）工業学校 技能と技術の橋

渡し 
３．８ 
（職長） 

職工 技能者系列 高等小学校 
尋常小学校 技能（熟練） ９２ 

５．まとめと提言

５－１ まとめ

明治初期から終戦期の工業教育の変遷を振り返ると、日本の工業技術の発展が以下のような「綿密な

工業教育の体系化に裏打ちされてきたこと」を確認した。

① 高等教育（旧制高等学校、帝国大学）： 技師の育成（高学歴、技術、学理）

② 中等教育（工業学校、職工学校）： 技手・工手の育成（技術と技能の媒介、融合）

③ 企業内教育： 熟練工、職工の育成（技能）

本報告の視点をベースに、技術者と技能者の役割分担と最適な連携を通じて、“イノベーションと地

域創生”が大いに推進されるものと期待される。

① 明治産業革命と工業教育

・欧米の技術導入 → “お雇い外国人（高給）”→ 技師（高学歴、技術と学理）と職工（熟練、

生産技能習得者）の育成

・特に、両者を媒介する技手（技師の下）と工手（職工の上）の短期育成、知識と技能の融

合が最重要課題 

② 1899 年(明治 32 年）「実業学校令」

・技手養成 → 中学校相当の工業学校（甲種、乙種）設立

・「実業に耐えうる知識の提供」、または「実業にすぐに役立つ知識・技能の提供」 

③ 明治後期、工業学校は技手養成（上昇志向）、一方、企業は工手養成希望

→（官立）高等工業学校は技手養成に・・・「学理」と「実技」は両立しない！

「技手」が、大卒「技師」の有する「技術・学理」を「現場・技能」に取り込み製造に反

映させていく・・・技術と技能が分離した当時の階級社会にとって重要 

④ 戦後「身分制度撤廃」→「技手」、「工手」廃止、大学出の技術者が現場に出る。 
→ 技術者に技術と技能の融合が求められる。

表３ 技手、工手の位置づけ 

５）工業各種学校

① 関西商工学校

年 開校。実業家大倉喜八郎が私財を投入して設立した大阪大倉商業学校（ 年開校）

と合体。東京の工手学校に相当する。関西大倉の前身で、松下幸之助の出身校としても有名である。

② 住友私立職工養成所（４）

年（ ）開校。住友家が私財を投入して設立した。社会貢献を設立目的にしていたので授業料

無料、卒業後の住友系企業への就職義務なし。西野田、今宮以上の徹底した“工場実習”を行い、生徒

は住友系企業他多数の企業からの受注品を制作し、その品質が良いので本職の企業からクレームがつく

ほどであった。以下に年表を示す。

３．旧制高等学校の歴史

先の図１に示した明治 年制定の学校系統図におい

て記述したように、高等小学校卒業後、「中学校→高等学

校（現在、旧制高等学校と呼ぶ）→ 帝国大学」のコース

と、「実業学校（甲種、乙種）」のコースとがある「複線

型」であった。戦後の学制改革で６－３－３－４の「単

線型」となり、現在に至っている。この違いは、後述の

ドイツの現在の教育制度（複線型、３分岐型）と比較す

るうえでも重要である。

旧制高等学校の総定員は、帝国大学の総定員とほぼ等

しいことから、「帝国大学進学の予科」としての位置づけ

と、外国語が多いカリキュラムなどから、一般教養を重

視した「高等普通教育機関」としての側面がある。全国

に官立、公立、私立合わせて 校設置された。代表例を

表２に示す。戦後 年（ ）に教育改革により廃止

されたが、その教員の多くは新制大学の教養部（文理学

部）教員として採用された。

なお、教養部は、その後、 年 の「大学の大綱

化」により廃止 （東京大学は４年制教養学部に昇格して

存続）、学部での専門教育が強化されたが、最近、一般教

養教育の空洞化が問題視されている。

以下に旧制高等学校の年表を示す。

1915(T4)  住友家私財で「住友私立職工養成所」（３年制）設立 
1942(S17）「（財団法人）住友工業学校」（５年制）に改組 
1948(S23) 「住友工業高等学校」に昇格 
1956(S31) 尼崎市へ移管し、「市立尼崎産業高等学校」として存続 
 

1894(M27）  高等学校令により、高等中学校は「高等学校」に改称、 
ナンバースクール： 第一～第八（官立高等学校）設置 

目的は、帝国大学進学の “予科”  
 
1918(T7）  新高等学校令により、地名校（ネームスクール）として命名 

官立、公立、私立（武蔵、甲南他）など追加設置、全国で合計４０校 
高等学校の目的は、“高等普通教育機関” に変更 
修業年限は、官立３年、私立７年 が一般的 

 
1950(S25）  戦後の教育改革（教育の民主化、機会均等）で旧制高等学校（全国 校）廃止 

 → 新制大学 教養部（文理学部） 
へ移行 

１）ナンバースクール

【旧制】 →【新制】

第一高等学校 東京大学

第二高等学校 東北大学

第三高等学校 京都大学

第四高等学校 金沢大学

第五高等学校 熊本大学

第六高等学校 岡山大学

第七高等学校造士館 鹿児島大学

第八高等学校 名古屋大学

２）ネームスクール（３年制）

大阪高等学校 大阪大学

姫路高等学校 神戸大学

３）ネームスクール（７年制）

東京高等学校 東京大学

武蔵高等学校 武蔵中学・高等学校

甲南高等学校 甲南大学

成城高等学校 成城大学

成蹊高等学校 成蹊大学

表２ 旧制高等学校（全国 校）の代表例



― 364―

２Ｂ０７ 

 

日本型イノベーション・エコシステム1を構築する上での問題点と 

その解決策についての一考察 

 

 
○新改敬英（九州大学大学院）2, 岩本隆（慶應義塾大学） 

 

 

 
1. はじめに 

 

「戦後最大の名目 GDP600 兆円という『希望を生み出す強い経済』の成否は、イノベーションにかか

っている」「新たな産業と雇用を生み出し、『我が国の経済成長の起爆剤』となる。『世界共通の社会課

題の解決に貢献』する。今こそ、イノベーション、今こそ、ベンチャーなのである」[1]という文言で

始まる「ベンチャーチャレンジ 2020」が、日本経済再生本部よりリリースされた。ベンチャー企業によ

るイノベーションを経済活性化の重要な柱とする、日本政府の強い意思表示が感じられるレポートであ

る。確かに近年、起業についての話題が増加している。例えば 2013年 6月 17日付の東洋経済オンライ

ンは特集記事「起業ブーム再び！今、“81世代”が面白い」の中で、「ソーシャル、スマートフォン、ク

ラウドなどの普及を追い風に、起業ブームが再び訪れて」おり、その主役は 1981 年生まれの世代であ

るとの論考を掲載している3。時間を遡ると 2000年代初頭の「ドットコムブーム」や「76（ナナロク）

世代」が時代の寵児としてもてはやされた時期などもあることから、起業については一定の周期で隆盛

と鎮静を繰り返しながら徐々に熱量が高まっていっているという見方が最も理解しやすいだろう。 

 しかし、そのような日本政府の強い意志や「起業ブーム再び！」というメディアの喧伝とは裏腹に、

日本の開業率ならびに廃業率は 2001年以降、低空飛行のままほとんど変化していない（図 1、図 2）。 

 

 

 
図 1 開業率の国際比較                図 2 廃業率の国際比較 

（出所）2014年版中小企業白書 

 

統計データ上は、起業ブームは起きていなかったと考えられるのである。特に、低い開業率については

以前から指摘がなされており、政府や自治体等が補助金やインキュベーションセンター設立による開業

率向上を試みてきたものの、効果を発揮するに至っていない状況である。この理由を考察する上で、「ベ

ンチャーチャレンジ 2020」[1]に次の興味深い一節がある。「現在、我が国にベンチャー・エコシステム

は存在するのであろうか。残念ながら、答えは否である。世界市場での競争の在り方や産業構造全体に

                                                   
1 本稿においてはいわゆる「ベンチャー・エコシステム」を「イノベーション・エコシステム」と呼称している。理由は、「ベンチャー」

という文言の日本における解釈が、一般的にベンチャーキャピタルのことを指す国際的なスタンダードと乖離しており、文言の定義

について未だコンセンサスが確立されていないと判断したためである。但し引用文中の表記が「ベンチャー・エコシステム」の場合

は当該表記のまま掲載している。 

2 tshinkai@econ.kyushu-u.ac.jp 
3 東洋経済オンライン 2013年 6月 17日 http://toyokeizai.net/articles/-/14348 

５－２ 提言

今後日本が長期にわたって工業立国として成長を続けるためには何が重要かを、技術者、技能者の工

業教育の在り方の視点より考察した結果から、以下の提言を行う。

① 高等教育： 「旧制高等学校」の歴史から、エリート教育（大学院拡充）と一般教養（教養学部、

文理融合学部）の充実

② 中等教育： 「技手、工手」の歴史から、企業では現場作業職リーダ、研究・実験助手の育成、大

学では技術専門職員の育成。これらは“技術伝承”、“ものづくり”の担い手として重要

③ 企業教育： 企業単位から、企業グループ、業界単位の教育システムの形成

（例： 年鉄鋼業界が共同で設立した「鉄鋼短期大学」は、 年産業技術短期大学へ発展）

④ 学校教育（教養、工学専門、理論）と企業教育（実学、実技、工場実習）の連携と役割分担

５－３ 今後の課題

以下の課題について検討する。

① ドイツの現在の工業教育制度（図２

に示す複線型、三分岐型）の意義、役

割、実績解明

（ドイツは現在も、初等教育４年目、

歳でギムナジウム、実科学校、ハウ

プトシューレの３コースに分かれる）

② 日本の工業教育制度（戦前の複線型

から、戦後の教育民主化により単線型

に変更）とドイツの現在の工業教育制

度との比較検討

③ 綿密な工業教育の体系化の重要性

を後進国、発展途上国へ伝授（グロー

バル展開を図る）
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